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２
、
医
療
・
社
会
保
障
を

巡
る
情
勢

　

大
企
業
の
内
部
留
保
は
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後

も
増
え
つ
づ
け
、
資
本
金
10
億
円
の
上
場
企
業
で
は

２
５
７
兆
円
に
上
っ
て
い
る
。
か
つ
て
、
内
部
留
保

は
賃
金
や
配
当
、
税
金
な
ど
を
通
じ
て
配
分
さ
れ
、

家
計
消
費
や
政
府
支
出
、
国
内
の
設
備
投
資
と
し
て

循
環
し
て
き
た
。
し
か
し
、
こ
の
10
年
間
で
、
雇
用

者
報
酬
は
非
正
規
化
な
ど
で
減
り
、
国
内
投
資
は
海

外
投
資
に
代
わ
り
、
余
剰
金
は
証
券
売
買
や
金
融
投

機
に
使
わ
れ
る
中
で
、
国
内
需
要
が
不
足
し
て
デ
フ

レ
ス
パ
イ
ラ
ル
か
ら
抜
け
出
せ
な
く
な
っ
て
い
る
。

　

富
士
通
総
研
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
た
コ

ラ
ム
で
も
、「
賃
金
の
上
昇
と
勤
労
者
の
購
買
力
の

拡
充
に
も
よ
り
配
慮
す
る
こ
と
が
、
デ
フ
レ
対
策
と

し
て
も
必
要
に
な
っ
て
こ
よ
う
。
そ
の
た
め
に
も
非

正
規
労
働
者
の
賃
金
格
差
の
縮
小
、
最
低
賃
金
の
引

き
上
げ
な
ど
に
真
剣
に
取
り
組
む
べ
き
だ
」（
２
０

１
０
年
８
月
13
日
）
と
結
論
付
け
た
。

（
１
）
大
企
業
栄
え
ど
も
庶
民
貧
し

（
２
）
菅
民
主
党
政
権
の
役
割
と
医

療
・
社
会
保
障
へ
の
影
響

　

反
貧
困
・
年
越
し
派
遣
村
や
、
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
反
対
、沖
縄
県
民
の
米
軍
基
地
撤
去
運
動
な
ど
、

自
公
政
治
の
転
換
を
求
め
る
国
民
の
声
に
押
さ
れ
、

民
主
党
は
２
０
０
９
年
の
マ
ニ
ュ
フ
ェ
ス
ト
で
「
国

民
の
生
活
が
第
一
」
を
掲
げ
、
そ
の
結
果
、
政
権
交

代
を
実
現
し
た
。
鳩
山
前
政
権
も
発
足
当
初
は
、
国

民
の
期
待
に
応
え
る
政
治
を
進
め
よ
う
と
し
た
。
し

か
し
、
財
界
や
ア
メ
リ
カ
の
意
向
と
の
狭
間
で
揺
れ

動
い
て
迷
走
し
政
権
を
投
げ
出
し
た
。
そ
の
後
を
受

け
た
菅
政
権
は
、「
国
民
の
生
活
が
第
一
」
の
立
場
を

捨
て
た
。「
産
業
構
造
ビ
ジ
ョ
ン
２
０
１
０
」や「
新
成

長
戦
略
」で
は
、医
療
や
介
護
へ
の
混
合
診
療
の
拡
大

や
営
利
企
業
の
市
場
参
入
を
積
極
的
に
提
案
し
、
自

民
党
の
社
会
保
障
費
抑
制
と
同
じ
立
場
を
取
っ
た
。

　

そ
し
て
、
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
案
を
ま
と

め
、
社
会
保
障
拡
充
の
名
目
で
消
費
税
増
税
を
強
行

し
よ
う
と
し
て
い
る
。「
一
体
改
革
」
の
司
令
塔
で

あ
る
「
政
府
・
与
党
社
会
保
障
改
革
本
部
」
は
、

「
集
中
検
討
会
議
」
を
設
置
し
た
が
、
10
人
の
メ
ン

バ
ー
中
６
人
が
自
公
政
権
時
代
の
委
員
で
あ
り
、
構

造
改
革
路
線
を
引
き
継
ぐ
布
陣
と
な
っ
て
い
る
。

　

①
社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
〜
税
制
改
革
大
綱
か

ら
〜

　

「
一
体
改
革
」
と
並
行
し
て
、
法
案
大
綱
の
作
成

を
急
い
で
い
る
の
が
「
税
と
社
会
保
障
制
度
の
共
通

番
号
制
」
で
あ
る
。
共
通
番
号
制
度
は
、
政
府
の
税

制
改
革
大
綱
自
身
が
「
番
号
を
利
用
し
て
も
事
業
所

得
や
海
外
資
産
・
取
引
情
報
の
把
握
に
は
限
界
が
あ

る
こ
と
に
つ
い
て
、
国
民
の
理
解
を
得
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
」
と
述
べ
て
い
る
。
ま
た
、
早
く
か
ら

制
度
を
導
入
し
て
い
る
ア
メ
リ
カ
で
は
、
給
付
付
き

税
額
控
除
の
過
誤
・
不
正
受
給
が
問
題
に
な
っ
て
お

り
、
支
給
額
全
体
の
２
〜
３
割
に
も
の
ぼ
る
と
指
摘

さ
れ
て
い
る
（
２
０
０
９
年
８
月
６
日
税
制
調
査
会

資
料
）。

　

日
弁
連
が
２
０
１
０
年
８
月
に
発
表
し
た
意
見
書

で
も
、「
一
部
の
高
額
所
得
者
や
、
自
営
業
者
な
ど

の
一
部
業
種
に
お
い
て
は
『
所
得
の
正
確
な
把
握
』

と
い
う
目
的
の
実
現
が
事
実
上
不
可
能
で
あ
る
。
ま

た
、『
公
平
な
税
負
担
』
の
実
現
も
な
し
得
な
い
」

と
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、「
反
対
に
、
同
制
度
の
創

設
は
、
①
一
般
の
国
民
と
在
留
外
国
人
の
生
活
活
動

全
般
に
関
す
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
対
す
る
重
大
で
深

刻
な
脅
威
と
な
る
も
の
で
あ
る
上
に
、
②
社
会
保
障

制
度
の
理
念
を
崩
し
か
ね
な
い
危
険
性
が
あ
る
。
そ

し
て
、
③
費
用
対
効
果
の
点
で
も
慎
重
な
検
討
が
必

要
で
あ
る
」
と
結
ん
で
い
る
。

　

②
医
療
・
社
会
保
障
の
営
利
市
場
化

　

「
新
成
長
戦
略
」
で
は
、
営
利
化
と
と
も
に
「
国

際
医
療
交
流
」（
医
療
ツ
ー
リ
ズ
ム
）
や
「
特
区
構

想
」
が
提
起
さ
れ
、
①
外
国
人
を
受
け
入
れ
る
医
療

機
関
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
②
国
に
よ
る
受
け
入
れ
医

療
機
関
の
認
証
や
支
援
組
織
の
立
ち
上
げ
③
外
国
人

向
け
の
医
療
ビ
ザ
の
創
設
・
発
給―

―

な
ど
が
具
体

策
と
し
て
示
さ
れ
て
い
る
。

　

医
療
ツ
ー
リ
ズ
ム
は
、
外
国
の
富
裕
層
を
日
本
で

治
療
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
り
、
営
利
企
業
の
参
入

に
道
を
開
き
、
医
師
不
足
・
看
護
師
不
足
の
中
、
高

価
な
自
費
診
療
の
た
め
に
日
本
の
良
質
な
医
療
資
源

が
使
わ
れ
、
多
く
の
国
民
に
行
き
渡
ら
な
い
事
態
を

招
き
か
ね
な
い
。
何
よ
り
も
、
現
物
給
付
を
原
則
と

し
た
国
民
皆
保
険
制
度
を
も
な
し
崩
し
に
す
る
施
策

で
あ
る
。

　

③
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
お
よ
び
国
保
都
道
府
県

化
の
動
き

　

高
齢
者
医
療
制
度
改
革
会
議
の
「
中
間
と
り
ま
と

め
」
は
、
①
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
最
大
の
問
題

で
あ
る
「
75
歳
以
上
を
都
道
府
県
単
位
の
別
立
て
の

財
政
運
営
に
し
、
市
町
村
等
か
ら
の
一
般
財
源
投
入

の
否
定
」
を
継
続
②
将
来
的
に
は
国
保
全
体
を
都
道

府
県
単
位
化
し
て
、
市
町
村
等
の
一
般
財
源
の
投
入

を
否
定―

―

す
る
も
の
で
あ
る
。

　

そ
の
後
、
厚
労
省
は
、
①
後
期
高
齢
者
の
２
０
２

５
年
度
の
保
険
料
を
２
０
１
０
年
度
に
比
べ
て
３
万

２
千
円
増
や
す
②
70
歳
〜
74
歳
の
窓
口
負
担
を
２
割

に
す
る
た
め
、
２
０
１
３
年
度
以
降
に
70
歳
を
迎
え

る
高
齢
者
か
ら
順
次
２
割
負
担
に
移
行
し
、
２
０
１

７
年
度
に
全
員
を
２
割
に
す
る
③
被
用
者
保
険
や
国

保
の
保
険
料
負
担
を
急
激
に
引
き
上
げ
る
④
国
庫
負

担
は
２
０
２
０
年
度
で
３
８
０
０
億
円
削
減
さ
れ
、

市
町
村
負
担
は
千
億
円
増
加
す
る―

―

と
試
算
し
て

い
る
。
実
施
は
２
０
１
３
年
３
月
予
定
か
ら
１
年
延

期
さ
れ
た
。

　

④
介
護
保
険
法
「
改
正
」
を
め
ぐ
る
動
き

　

介
護
保
険
法
改
正
に
つ
い
て
は
、
社
保
審
介
護
保

険
部
会
が
意
見
を
発
表
し
、
給
付
の
効
率
化
や
重
点

化
、
保
険
料
引
き
上
げ
を
行
う
こ
と
を
「
基
本
的
考

え
方
と
す
べ
き
」
と
し
た
上
で
、「
軽
度
者
」
や

「
高
所
得
者
」
の
２
割
負
担
化
、
ケ
ア
プ
ラ
ン
へ
の

１
割
程
度
の
利
用
料
導
入
、
居
住
費
・
食
費
の
補
足

給
付
に
対
す
る
資
産
制
限
導
入
、
多
床
室
へ
の
室
料

導
入
な
ど
の
利
用
者
負
担
の
大
幅
拡
大
、
介
護
療
養

病
床
廃
止
方
針
の
継
続
な
ど
を
提
案
し
て
い
る
。
厚

労
省
が
今
国
会
に
提
出
予
定
の
法
案
で
は
、「
市
町

村
の
判
断
」
で
要
支
援
者
を
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
対
象

外
に
し
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
任
せ
の
保
険
外
サ
ー
ビ
ス

に
置
き
換
え
て
給
付
費
を
削
減
す
る
仕
組
み
を
予
定

し
て
い
る
。
ヘ
ル
パ
ー
に
よ
る
生
活
援
助
は
単
な
る

家
事
援
助
で
な
く
高
齢
者
に
自
立
・
意
欲
を
引
き
出

す
仕
事
だ
が
、
生
活
援
助
を
過
小
評
価
し
て
い
る
。

介
護
型
療
養
病
床
を
２
０
１
１
年
末
ま
で
に
廃
止
す

る
と
し
て
い
た
が
、
廃
止
期
限
を
２
０
１
７
年
度
ま

で
６
年
間
延
長
す
る
方
針
を
決
め
た
。

（
３
）
消
費
税
増
税
、
事
業
税
非
課

税
・
４
段
階
税
制
の
廃
止
、
税
務

行
政
を
め
ぐ
る
動
き

　

①
消
費
税
増
税
を
め
ぐ
る
動
き

　

菅
政
権
は
、
消
費
税
を
含
む
社
会
保
障
の
一
体
改

革
に
「
政
治
生
命
を
か
け
る
」
と
宣
言
し
、
自
民
党

時
代
か
ら
消
費
税
増
税
を
唱
え
て
き
た
与
謝
野
馨
氏

を
経
済
財
政
政
策
担
当
大
臣
に
迎
え
る
な
ど
、
増
税

に
向
け
た
論
議
が
急
加
速
し
て
い
る
。
消
費
税
は
、

低
所
得
者
ほ
ど
負
担
が
重
く
、
社
会
保
障
と
は
相
容

れ
な
い
税
制
で
あ
る
。
消
費
を
冷
え
込
ま
せ
不
況
を

長
引
か
せ
る
と
の
声
も
上
が
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
医
業
で
は
仕
入
税
額
控
除
が
で
き
な
い
た

め
、
税
率
５
％
の
現
在
で
も
年
間
で
39
万
円
の
損
税

（
日
歯
試
算
）
が
発
生
し
て
お
り
、
経
営
を
圧
迫
し

て
い
る
。

　

②
事
業
税
課
税
と
４
段
階
税
制
の
改
廃

　

事
業
税
の
非
課
税
措
置
が
廃
止
さ
れ
る
と
、
歯
科

診
療
所
で
平
均
37
・
３
万
円
の
増
税
（
日
歯
試
算
）

と
言
わ
れ
て
い
る
。

　

２
０
１
１
年
度
の
税
制
改
革
大
綱
で
租
税
特
別
措

置
法
は
、「
納
税
者
か
ら
見
て
公
平
で
分
か
り
や
す

く
す
る
た
め
に
、
引
き
続
き
徹
底
し
た
見
直
し
を
進

め
る
」
と
し
た
。

　

さ
ら
に
、「
白
色
申
告
者
の
記
帳
義
務
化
に
伴
い
、

必
要
経
費
を
概
算
で
控
除
す
る
租
税
特
別
措
置
に
つ

い
て
ど
の
よ
う
に
考
え
る
か
」と
、新
た
な
角
度
か
ら

も
措
置
法
26
条
の
改
廃
が
取
り
ざ
た
さ
れ
て
い
る
。
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224兆円

208兆円

消費税収と法人３税の減収額の累計

（注） 2008年度までは決算額、2009年度までは決算速報値、
 2010年度は当初予算込み額
 「消費税」には「消費譲与税」「地方消費税」を含む。
　　 「法人３税」は法人税、法人住民税、法人事業税
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法人３税の税収の89年度比
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消費税の逆進性（年収別の消費税負担率）

資料：総務省「全国消費実態調査」（04年）の勤労者世帯の
データにより計算

景気後退でも大企業の内部保留は増加

（注）内部保留は資本剰余金、利益剰余金、引当金（流動負債と固定負債）の合計。
資料：財務省「法人企業統計年報」、資本金10億円以上の金融・保険を除く全企業約5,000社。
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第
一
次
石
油
危
機
↓

世
界
不
況
↓

第
二
次
石
油
危
機
↓

円
高
不
況
↓

バ
ブ
ル
↓

バ
ブ
ル
崩
壊
↓

アメリカ発金融危機

歯科医療機関に対する指導実施状況

◇新規個別指導（09年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　 単位：件

保険医療機関数 指導を実施した
保険医療機関数

指導後の措置
概ね妥当 経過観察 再指導

5336 145 0 143 2

◇個別指導（10年度、実施計画数）

保険医療機関数 指導実施計画
保険医療機関数

指導計画の内訳
高点数 情報提供 再指導

5353 215 139 60 16
近畿厚生局の開示資料から作成

《
５
面
か
ら
つ
づ
く
》

《
７
面
に
つ
づ
く
》


